
（参考様式１）

チェック欄 判定根拠 備考

集落営農の組織化

定款又は規約があり、代表者の定めのある任意組織であって、５
年以内に法人化する計画がある組織となることが確実か

要領２－１－１－３

集落営農の法人化

農業法人化することが確実か 要領２－１－１－３

経営多角化の実現

当該組織全体の売上高を１００万円以上増加 要領２－１－１－３

経営の多角化に伴い導入する特定の作物、加工品等の売上高
を５０万円以上増加

要領２－１－１－３

経営の多角化に伴い導入する特定の作物、加工品等の出荷量
を５％以上増加

要領２－１－１－３

要領２－１－１－２

要領２－１－１－２

要領２－１－１－２
要領２－１－３－３

要領２－１－３－３

要領２－１－３－３

要領２－１－３－３

要領２－１－３－３

要領２－１－３－３

実施する事業内容が成果目標に直結するものであるか

点検項目

集落営農法人化等緊急整備推進事業（整備事業）　事業実施主体点検シート

施設等の適正な利用が確実であるか

施設等の耐用年数の期間にわたり十分な利用が見込まれるか

施設等の能力及び規模が、目的、受益範囲、利用計画等からみて適正か

自己負担分の負担方法について合意形成がなされているか

事業費は上限建設費以内の額となっているか

集落営農の組織化の成果目標が設定され、且つ達成が確実であるとみこまれるか

集落営農の法人化の成果目標が設定され、且つ達成が確実であるとみこまれるか

集落営農の経営の多角化の成果目標が設定され、且つ達成が確実であるとみこま
れるか

事業実施について関係者の合意形成がなされているか

徹底した事業費の低減が図られているか

華美過大な施設等を整備するものでないか



チェック欄 判定根拠 備考点検項目

集落営農法人化等緊急整備推進事業（整備事業）　事業実施主体点検シート

要領２－１－３－３

要領２－１－３－３

要領２－１－３－３

要領２－１－３－３

要領２－１－３－３

要領２－１－３－３

要領２－１－３－３

要領２－１－３－３

要領２－１－３－３

適正な現地実行単価、歩掛かりで積算されているか 要領６－１－２－１

施設の規模、構造、事業の規模は、事業目的に合致しているか 要領６－１－２－１

古品、古材を購入する場合、適正な価格となっているか 要領６－１－２－１

労務単価は適切か 要領６－１－２－１

現場責任者を専任し、その者が工事や使役人夫の管理をできる
体制となっているか

要領６－１－２－１

作業日誌、写真等の記録、材料の検収、不可視部分の中間検査
等できる体制であるか

要領６－１－２－１

直営施行は適切に実施できるか

自己負担分の資金調達方法、償還計画は適正か

利用計画が策定されているか

管理規定が整備されているか

農畜産物の仕入れ計画が適正であるか

農畜産加工品等の販売計画が適正であるか

収支計画が明らかとなっており、且つ収支の均衡が取れているか

施設等の維持管理計画はが策定されているか

整備する施設等は実施要領別紙１の２の補助の対象となる整備内容に合致してい
るか

当該地域で他の補助事業により施設等を整備している場合、その施設等の利用状
況は適正か

実施設計書は適正か

事業の着手までに相当の期間を要すると認められる事由が発生していないか



チェック欄 判定根拠 備考点検項目

集落営農法人化等緊急整備推進事業（整備事業）　事業実施主体点検シート

下取りがある場合、事業費から控除されているか 要領６－１－２－１

合体施行の場合、適正な事業費のアロケーションがなされている
か

要領６－１－２－１

消費税の扱いは適正か ガイドライン３

撤去費が補助対象となっていないか 要領６－１－２－１

要領６－１－２－１

要領６－１－２－１

要領６－１－２－１

農家３戸以上で組織する団体か 要領別表１－３

農家が総議決権の過半数を占め、事業活動を実質的に支配す
ると認められるか

要領別表１－３

事業実施に際し、入札、見積業者等の選定に関わる者と入札又
は見積に参加する業者との間に、利害関係等ある者がいないか

業者の選定方法に作為が認められないか

補助対象事業費は適切か

指名競争入札又は見積合わせで行う業者選定の方法は適切か

金銭の出納は、金銭出納簿及び金融機関の預金口座を設けておこなうものである
か

当該事業に係る書類は施設等の耐用年数の間、確実に保存管理することができる
と認められるか

請負業者の選定は、競争入札や見積合わせ等で実施するものであるか

本事業の経理は独立帳簿を設定する等他の経理と区分して行われるものであるか

自力若しくは他の助成によって実施中の事業又は既に完了した事業を本事業に切
り替えて実施するものではないか

施設等の耐用年数はおおむね５年以上あるか

既存施設等を更新するものではないか

事業実施主体は適正か



チェック欄 判定根拠 備考点検項目

集落営農法人化等緊急整備推進事業（整備事業）　事業実施主体点検シート

※チェック欄には　「○」：適、　「×」：否、　「－」：該当無し　を記載する。
※判定根拠欄には　「○」：適　と判断した根拠を記載する。

当該地域で他の補助事業により同種の施設等を整備している場合、その事業との
調整が図られているか

財産管理台帳等により施設等を適切に管理できると認められるか

施設等の継続的活用を図り得るよう、更新や修繕等に必要な資金を積立すことが出
来ると求められるか


